規則様式第1号(第3条関係)

補助金等交付申請書
年　　月　　日　　
(申請先)上田市長
申請者住所　　　　　　　　　　　　　　　

商号又は屋号　　　　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　印　
　次のとおり中小企業者等販路拡大事業を行いたいので、補助金を交付されるよう申請します。

	事業等の目的

　別紙事業計画書のとおり


	内容

　別紙事業計画書のとおり

	事業等の経費の配分

　別紙収支予算書のとおり


	経費の使用方法

別紙収支予算書のとおり
	完了予定期日

　　　　　年　　　月　　　日

	交付を受けようとする補助金等の額
　別紙収支予算書のとおり
	
	算出の基礎

別紙収支予算書のとおり

	その他
	添付書類

・事業計画書（様式第1号）

・収支予算書（様式第2号）

・展示会又は見本市の概要書（パンフレット等）

・出展する製品・技術の内容が確認できる書類

（パンフレット、カタログ等）

・納税状況調査同意書　又は　完納証明書

・その他市長が必要と認めるもの

※　以下の書類は、同一年度2回目以降の申請時においては、記載内容に変更があった場合を除き、提出する必要はありません。

・事業者概要調書（様式第3号）

・暴力団排除の誓約書（様式第4号）

・住民票（個人事業主の場合のみ）

・登記事項証明書（法人の場合のみ、ただし法人番号により所在地が確認できる場合は省略可）


　※　添付書類は、事業等の内容により、市長が指定する。
様式第1号（第5条関係）
事　業　計　画　書
	展示会名
	

	主催者名
	

	会場
(名称及び所在地)
	

	開催期間
	　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

	事業の目的
	

	出品する製品
(名称及び特長)
	

	事業経費
	　別紙収支予算書のとおり


　※　収支予算書を添付してください。
様式第3号（第6条関係）
事　業　者　概　要　調　書

	企業名
（屋　号）
	

	法人番号
	

	代表者職氏名
	

	担当者連絡先
	所属・職氏名
	

	
	住所
	〒　　　‐　　　　



	
	電話
	
	FAX
	

	
	Eメール
	

	業種
	（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	売上高
	円　

	資本金又は
出資の総額
	　　　円　
	従業員数
	人　

	総資本
営業利益率
	　％　
	従業員1人あたり
付加価値額
	円　

	事業者概要（主要品目等）
	

	経営上の
課題と目標
	


様式第4号（第6条関係）
暴 力 団 排 除 の 誓 約 書
　当社（団体である場合は当団体、個人事業主である場合は私。以下同じ。）は、補助金の交付の申請をするに当たって、また、補助事業の実施期間内及び完了後においては、下記のいずれにも該当しないことを誓約いたします。この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることになっても、異議は一切申し立てません。

記

1　当社が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第2号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき又は法人等の役員等（法人である場合は役員、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者及び支配人、本店長、支店長、営業所長、事務所長その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、営業所、事業所その他の組織の業務を統括する者をいう。以下同じ。）が暴力団員（同法第2条第6号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）である。
2　役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしている。
3　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している。
4　役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を有している。
5　暴力団員又は前項のいずれかに該当する者であることを知りながら、これらの者を相手方として、上田市暴力団排除条例第6条第1項に規定する市の事務事業の契約に係る下請その他の契約を締結している。

年　　月　　日　　

（住所）　　　　　　　　　　　　　
（法人名・屋号等の名称）　　　　　　　　　　　　　

（代表者の職氏名）　　　　　　　　　　　　印
